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Ⅰ は じ め に

筆者は，かつてアメリカに所在する日系製造企業における管理会計システムに関する

実態調査を実施した。その成果は，拙著およびその他の論文において公表しているとお

りであ
1

る。しかし，統計的な処理がやや不完全な点があったため，本稿では同じデータ

を用いて異なった統計処理を行うことにより，これまでに得られた結論について，新た

な解釈を加えようというものである。データがやや古いため，必ずしも現在の状況を反

映したものではないが，何らかの示唆が得られるものと考える

Ⅱ 調査方法について

本調査が対象としたのはアメリカに所在する日系の製造企業である。調査対象の選定

は，東洋経済編『海外進出企業総覧：国別編』でアメリカに所在する製造業 300社に対

して，1999年 3月中旬に，4月末を回答期限として質問票を送付した。その後，回収状

況が悪かったために督促を行った結果，75社から有効回答を得た。なお，送付した質

問票のうち，転居先不明，事業の撤退，製造業ではない等の理由により返送されてきた

ものが，13通あったため，トータルのサンプルは 287社となった。このため，回収率

は 75社／287社で回収率は 26.1％となった。

────────────
１ 中川［2004］，中川［1999−a］，［1999−b］など

３７０（ 1240 ）



Ⅲ 結果の概要

1）回答企業の概要

回答企業の産業別内訳は第 1表のとおりである。

回答企業では，電気・電子機器と自動車部品に属する企業の割合が高くなっている。

企業規模の指標である資本金と従業員数は第 2表のとおりである。

また，第 3表は 1998年度の売上高および税引後利益額を示している。

Ⅳ 経営の現地化

在外日系企業における経営の現地化については，様々な要因が関係していると思われ

るが，その中でも「経過年数」（時間）について検証を行うこととする。安保教授の提

唱した「ハイブリッド・モデル」においては，マネジメントのサブシステムにおいて，

時間の経過とともに日本的なシステムの適用が起こるものと現地式のシステムへの適応

が進むものが並存しているという事実を明らかにした。

このように時間の経過によりマネジメント・システムが変化するという事実をさらに

深く検証する必要があると考える。

また，安保［1997］においては，在米企業における適用度および適応度の 4年間の変

化について検討されている。

「人の現地化」は，日本企業にとっての長年の課題であると言われている。従来から

第 1表 回答企業の産業別内訳

産業 回答企業数 構成比

化学・薬品 10 13.3％

金属製品 7 9.3％

機械 13 17.3％

ゴム 3 4.0％

電気・電子機器 23 30.7％

自動車部品 18 24.0％

その他 1 1.3％

合計 75 100.0％

第 2表 回答企業の資本金および従業員数

平均値 最大値 最小値 標準偏差

資本金 30064.31 300000 101 41592.42

従業員数 452 2200 16 405.8

日本人従業員数 11.42 80 1 12.47

※資本金の単位は千ドル，従業員数は人

第 3表 回答企業の 1998年度の売上高，および税引後利益額

平均値 最大値 最小値 標準偏差

1998年度売上高 167,472.5 750,000 4,029 176,789.1

1998年度税引後利益 3,954 35,000 −13,293 8,253.4

※単位は千ドル
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「未熟な国際化」として指摘されてきたように，日系企業は長年にわたって日本人が現

地法人のトップの位置を占めてきた。しかしながら，現地において経営を展開していく

上でいつまでも日本人がマネジメントの主要な位置を独占して，日本本社の方を見て現

地経営を行うというスタイルを維持できないようになっていると言われている。

すなわち，人事管理の面からは，現地人の採用は現地人マネジャーの方が現地人の特

性や採用活動などの面で，日本人よりも有利であると思われる。したがって，人事関係

の現地化が他の職能の現地化よりもいち早く進展してきた。さらに，現地の市場ニーズ

の把握，原材料の現地調達などの活動もやはり日本人よりも，現地の事情に詳しい現地

人のほうが望ましい。また，アメリカのような先進国に所在する場合，いつまでもトッ

プ・マネジメントを日本人だけが占めていると優秀な現地人スタッフが日系企業ではト

ップになれないことがわかって，スピンオフしてしまい優秀な人材の確保が難しくなる

ことも考えられる。

その一方，日本本社の立場からは，本社の戦略と海外子会社の戦略との整合性が必要

となる。このため，特に日系企業においては，日本本社とのコミュニケーションが重視

されるため，現地人をトップに据えることについては，適切な人材の確保が困難なため

に見送られている傾向がある。

したがって，トップは日本人のままであったとしても，職位が下位になるにしたがっ

て現地人の比率は高くなることが考えられる。

また，アメリカにおいては，主として国内あるいは域内の市場に製品を出荷している

ために現地マーケットのニーズを反映した製品を，現地市場に対して供給することが求

められる。したがって，人の現地化や製品開発や設計などの意思決定の現地化が要求さ

れることになる。このようなことを考えれば以下のような仮説の構築が可能である。

仮説 1：操業年数の長い企業は，現地化が進んでいる。

この仮説をさらに具体的なレベルに落とし込むと以下のようになる。

仮説 1−1：操業年数の長い企業は，人の現地化が進んでいる。

仮説 1−2：操業年数の長い企業は，意思決定の現地化が進んでいる。

まず，仮説 1−1を検証するために，経過年数と社長の国籍，副社長の国籍，部長の

国籍との相関関係を求めることとした。社長は，1＝日本人，0＝現地国というダミー変

数を与えた。副社長と部長の国籍については，1＝すべて日本人～7＝すべて現地国とい

う 7ポイントスケールで聞いている。経過年数とこれらの現地化の変数の相関関係を分
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析する上で，他に現地化に影響を与える変数が存在するかどうかを確認し，もし存在し

た場合にはそれらをコントロール変数として，偏相関係数を求めることとした。従業員

数と社長の国籍との間に有意な相関関係が確認されたた
2

め，従業員数をコントロール変

数として偏相関係数を求めた。結果は，第 4表のとおりである。

第 4表の結果からは，副社長の国籍についてのみ，10％水準ではあるが経過年数が

長いほど現地国が多くなるという結果となっている。社長の国籍および部長の国籍につ

いては有意な相関関係は存在しない。

次に長期計画，短期利益計画，新製品開発計画という 3つの計画活動が，日本本社に

よって調整される程度と経過年数との関係についての検証である。結果は，第 5表のと

おりである。

────────────
２ 相関係数 0.246, p＝0.036

第 4表 経過年数と人の現地化

制御変数：従業員数 経過年数 社長国籍 副社長国籍 部長国籍

経過年数
相関
有意確率（両側）
df

1
.

0.014
0.913

59

0.233
0.071

59

0.061
0.638

59

社長国籍
相関
有意確率（両側）
df

0.014
0.913

59

1
.

0.098
0.451

59

0.165
0.203

59

副社長国籍
相関
有意確率（両側）
df

0.233
0.071

59

0.098
0.451

59

1
.

0.108
0.409

59

部長国籍
相関
有意確率（両側）
df

0.061
0.638

59

0.165
0.203

59

0.108
0.409

59

1
.

第 5表 経過年数と本社による計画活動の調整

経過年数 長期計画 短期計画 開発計画

経過年数
Pearson の相関係数
有意確率（両側）
N

1 −0.16
0.198

66

−0.216
0.081

66

−0.199
0.112

65

長期計画
Pearson の相関係数
有意確率（両側）
N

−0.16
0.198

66

1 .786**
0

75

.498**
0

73

短期計画
Pearson の相関係数
有意確率（両側）
N

−0.216
0.081

66

.786**
0

75

1 .506**
0

73

開発計画
Pearson の相関係数
有意確率（両側）
N

−0.199
0.112

65

.498**
0

73

.506**
0

73

1
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これらの計画活動に関する日本本社による調整の程度について，質問を行っているの

でスコアが大きいほど，日本本社による影響が大きく，言い換えれば現地されていない

ということになる。結果からは，短期利益計画のみが，経過年数が多くなるほど，日本

本社による調整が少なくなる，すなわち現地化されていると言うことになった（10％

水準）。

次に，経過年数と販売関連の意思決定の現地化について検証を行う。ただし，先ほど

の計画機能に関する日本本社の調整に関する 3つの変数のスコアを合計した合成変
3

数

（影響力とする）との間に有意な相関関係が存在したため，この変数をコントロール変

数とした偏相関係数を求めた。結果は，第 6表のとおりである。

第 6表からは，販売先の決定および販売価格の決定については，経過年数との有意な

相関関係は，見られない。したがって，販売職能に関する意思決定は，年数の経過とと

もに現地化されるということはない。

次に製品開発，基本設計，詳細設計に関する意思決定の現地化について検証する。こ

れらに関しても影響力との間に有意な相関関係が存在したため，影響力をコントロール

変数として，偏相関係数を求めた。結果は第 7表のとおりである。

第 7表からは，製品企画の意思決定のみ 5％水準で経過年数との有意な相関関係が確

認された。したがって，製品企画の意思決定は，年数とともに現地化されていると思わ

れる。参考までに，経過年数をコントロール変数として，影響力と製品開発関連の変数

との偏相関係数を求めると，第 8表のようになった。

第 8表からは，日本本社の計画機能に関する影響力と製品開発に関する意思決定との

間には，いずれも 5％以下水準（製品企画に関しては 1％）で有意な負の相関関係が確

認できた。したがって，年数の経過とともに移転されるというよりもむしろ，本社の計

画機能に関する在米子会社への影響力に左右されると言えよう。

────────────
３ 3つの変数間でのクロンバックの α の値は，0.809であるので合成変数として問題はないと思われる。

第 6表 販売職能の現地化

制御変数：影響力 経過年数 販売先決定 販売価格決定

経過年数 相関
有意確率（両側）
df

1
.

−0.091
0.473

63

−0.049
0.7
63

販売先決定 相関
有意確率（両側）
df

−0.091
0.473

63

1
.

0.643
0

63

販売価格決
定

相関
有意確率（両側）
df

−0.049
0.7
63

0.643
0

63

1
.
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以上の結果からは，人の現地化および意思決定の現地化と経過年数との関係は，部分

的にしか確認できなかった。したがって，人の現地化および意思決定の現地化は，部分

的にしか年数の経過とともに進むとはいえない。在米日系企業においては，第 8表の結

果からも明らかなように日本本社による計画機能への関与のような別の要因が関係して

いる可能性が高いと言える。

Ⅴ 予算管理と現地化

1）予算編成と予算差異分析

人の現地化および意思決定の現地化と同様に，マネジメント・コントロール・システ

ムを構成する，重要な管理会計システムである予算管理について検討を行う。

第 7表 品開発関連の現地化

制御変数：影響力 経過年数 製品企画 基本設計 詳細設計

経過年数
相関
有意確率（両側）
df

1
.

0.245
0.049

63

0.101
0.422

63

0.085
0.498

63

製品企画
相関
有意確率（両側）
df

0.245
0.049

63

1
.

0.739
0

63

0.61
0

63

基本設計
相関
有意確率（両側）
df

0.101
0.422

63

0.739
0

63

1
.

0.919
0

63

詳細設計
相関
有意確率（両側）
df

0.085
0.498

63

0.61
0

63

0.919
0

63

1
.

第 8表 日本本社の影響力と製品開発関連の相関

制御変数：経過年数 影響力 製品企画 基本設計 詳細設計

影響力
相関
有意確率（両側）
df

1
.

−0.32
0.009

63

−0.271
0.029

63

−0.274
0.027

63

製品企画
相関
有意確率（両側）
df

−0.32
0.009

63

1
.

0.762
0

63

0.644
0

63

基本設計
相関
有意確率（両側）
df

−0.271
0.029

63

0.762
0

63

1
.

0.924
0

63

詳細設計
相関
有意確率（両側）
df

−0.274
0.027

63

0.644
0

63

0.924
0

63

1
.
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予算には，計画（planning）調整（coordination），統制（control）という 3つの役割が

ある。予算管理システムに日本本社がどの程度関与するのかという問題は，これらの役

割ごとに考えられる。まず，予算の計画機能に対しては，予算編成方針や予算案の決定

に日本本社がどれだけコミットするのかという問題である。

前述したように経過年数と現地化との間には，現地への環境適応という視点から，あ

る程度の相関関係が存在することが考えられる。しかし，予算は日本本社にとって，海

外子会社を財務的にコントロールする有力な手段であるので，販売活動や製品開発活動

のように意思決定の現地化が進まない可能性もある。これらのことを検証するために，

以下の仮説を設定する。

仮説 1−1：予算編成方針に対する日本本社の関与は，経過年数とともに弱くなる。

仮説 1−2：予算編成日数は，経過年数とともに短くなる。

仮説 1−3：予算差異分析の利用度は，経過年数により異なる。

予算編成方針は，日本本社が在外子会社の予算編成についてダイレクトに関与する手

段として用いられる可能性が高いので，予算編成方針の策定に対してどの程度日本本社

が関与するのかを認識することにより，予算管理プロセスに対する日本本社の関与を測

定することが可能である。さらに，予算編成日数は，日本本社による予算編成プロセス

に対する関与の程度が高いほど，日本本社によるレビュー，調整等により予算編成に時

間がかかると考えられる。そこで，日本本社による予算編成プロセスに対する関与の程

度が低くなれば，予算編成日数も短くなると考えることができる。

ただし，予算編成日数には企業規模も影響を与えると考えられるので，企業規模の影

響も確認する必要がある。

予算差異分析は，予算管理プロセスにおいて次期へのフィードバックあるいは，原価

管理等に対する注意喚起情報として用いられ
4

る，マネジメント・コントロール・システ

ムの典型的なシステムと言えよう。経過年数により予算差異分析の利用度が異なるとす

れば，経過年数によるマネジメント・コントロール・システムの適用または適応が，行

なわれている可能性がある。そこで，経過年数と予算差異分析の利用度に関する仮説 1

−3が導出される。

まず，予算編成方針の日本本社による関与および予算編成日数であるが，企業規模や

日本本社による影響力が影響を与えている可能性があるので，従業員数および影響力と

の相関を確認したが，影響力との相関が見られたため，影響力をコントロール変数とす

る偏相関係数を求めた。結果は，第 9表のとおりである。
────────────
４ 浅田（1993）172−173ページ。
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第 9表の結果からは，経過年数と予算編成方針への日本本社への関与および予算編成

日数との有意な相関関係は，確認できなかった。したがって，仮説の 1−1および 1−2

については，支持されなかった。

次に経過年数と予算差異分析の利用度についての分析である。結果は，第 10表のと

おりである。

経過年数と予算差異分析の利用度との相関関係を分析する際にも，影響力との有意な

相関関係があったため，影響力をコントロール変数とした偏相関係数を求めた。結果か

らは，10％水準ではあるが経過年数が長い企業ほど，予算差異分析を次期の計画や予

算編成の改善に利用する程度が高いという結果となった。これは前述の浅田（1993）の

第 9表 経過年数と予算編成方針，編成日数

制御変数：影響力 経過年数 編成方針 編成日数

経過年数
相関
有意確率（両側）
df

1
.

0.111
0.384

61

−0.135
0.292

61

編成方針
相関
有意確率（両側）
df

0.111
0.384

61

1
.

0.022
0.864

61

編成日数
相関
有意確率（両側）
df

−0.135
0.292

61

0.022
0.864

61

1
.

第 10表 経過年数と予算差異分析の利用度

制御変数：影響力 経過年数 問題点 次期に利用 直接費管理 間接費管理 職長業績評価

経過年数 相関
有意確率（両側）
df

1
.

0.041
0.773

49

0.258
0.067

49

0.037
0.799

49

0.01
0.947

49

−0.1
0.487

49

問題点の
発見

相関
有意確率（両側）
df

0.041
0.773

49

1
.

0.575
0

49

0.48
0

49

0.396
0.004

49

0.406
0.003

49

次期に
利用

相関
有意確率（両側）
df

0.258
0.067

49

0.575
0

49

1
.

0.446
0.001

49

0.568
0

49

0.4
0.004

49

直接費
管理

相関
有意確率（両側）
df

0.037
0.799

49

0.48
0

49

0.446
0.001

49

1
.

0.699
0

49

0.476
0

49

間接費
管理

相関
有意確率（両側）
df

0.01
0.947

49

0.396
0.004

49

0.568
0

49

0.699
0

49

1
.

0.364
0.009

49

職長業績
評価

相関
有意確率（両側）
df

−0.1
0.487

49

0.406
0.003

49

0.4
0.004

49

0.476
0

49

0.364
0.009

49

1
.
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研究によれば，日本企業の予算管理に見られる特徴であるが，この点に関しては，日本

的な予算管理が適用されているということになる。

2）業績評価

次に，業績と報酬の関係は，マネジメント・コントロール・システムの中核をなす，

業績評価システムに関わるものである。従来から，業績と報酬のリンクが弱いシステム

が日本型であり，業績と報酬のリンクが強いシステムが欧米型とされてきた。これらの

システムは，最近その差が縮まる傾向が見られていると指摘されている。しかし，経過

年数によりこれらの関係に変化が見られるとすれば，日本型システムの適用または，欧

米式への適応が行なわれていることになる。これを検証するのが仮説 2である。

仮説 2：業績と報酬のリンクの程度は，経過年数により異なる。

これについても影響力との有意な相関関係が確認されたため，影響力をコントロール

変数とした偏相関係数を求めた。結果は第 11表のとおりである。

第 11表からは，経過年数と業績と報酬のリンクの強さとの相関関係については，職

長，部門長のいずれにおいても確認できなかった。ただし，部門長のリンクの強さと職

長のリンクの強さは，強い相関関係が確認できる。したがって，業績と報酬のリンクの

強さについては，年数の経過とともに変化するというよりも，部門長のリンクの強けれ

ば職長も強く，部門長が弱ければ職長も弱いという結果になっている。したがって，企

業全体として業績と報酬のリンクが強い企業と弱い企業に分かれていると思われる。つ

まり，仮説 2は，支持されないという結果となった。

3）予算の精度と予算管理

予算差異は，企業環境に対する予測の精度と，企業の財務的目標についての達成力の

第 11表 経過年数と部門長・職長における業績と報酬のリンクの強さ

制御変数：影響力 経過年数 部門長 職長

経過年数
相関
有意確率（両側）
df

1
.

−0.019
0.879

62

0.04
0.753

62

部門長
相関
有意確率（両側）
df

−0.019
0.879

62

1
.

0.616
0

62

職長
相関
有意確率（両側）
df

0.04
0.753

62

0.616
0

62

1
.

同志社商学 第６４巻 第６号（２０１３年３月）３７８（ 1248 ）



総合的な評価と見ることができる。予算の差異が大きいということは，企業が環境変化

に対する予測を見誤っているか，企業の環境変化に対応する能力が不足しているか，財

務的目標の設定に問題がある，あるいは財務的目標を達成できないようなマネジメント

そのものに問題がある等の原因が考えられる。いずれにしても，予算差異が大きいとい

うことは，予算そのものの信頼性が低下してしまい，予算差異分析それ自体が意味を持

たないことになりかねない。そこで，このような論理が正しいのかどうか，また在米日

系企業において適合するのかを以下の仮説により，検証する。

仮説 3：予算差異が小さい企業ほど，予算差異分析の利用度が高い。

この分析もこれまでと同様に，影響力との相関関係が確認されたので，影響力をコン

トロール変数とした偏相関係数を求めた。結果は，第 12表のとおりである。

第 12表からは，予算差異の大きさと予算差異分析の利用度との間には有意な相関関

係は，確認できなかった。予算差異の大きさは，予算差異分析のそれぞれの目的とは関

係はなく，仮説 3は，支持されないという結果となった。

第 12表 予算差異の大きさと予算差異分析の利用度

予算差異 問題点 次期に利用 直接費管理 間接費管理 職長業績評価

予算差異
相関
有意確率（両側）
df

1
.

−0.001
0.994

58

0.027
0.835

58

−0.174
0.184

58

−0.012
0.925

58

0.128
0.33

58

問題点
相関
有意確率（両側）
df

−0.001
0.994

58

1
.

0.611
0

58

0.483
0

58

0.404
0.001

58

0.334
0.009

58

次期に
利用

相関
有意確率（両側）
df

0.027
0.835

58

0.611
0

58

1
.

0.459
0

58

0.57
0

58

0.323
0.012

58

直接費
管理

相関
有意確率（両側）
df

−0.174
0.184

58

0.483
0

58

0.459
0

58

1
.

0.714
0

58

0.408
0.001

58

間接費
管理

相関
有意確率（両側）
df

−0.012
0.925

58

0.404
0.001

58

0.57
0

58

0.714
0

58

1
.

0.306
0.018

58

職長業績
評価

相関
有意確率（両側）
df

0.128
0.33

58

0.334
0.009

58

0.323
0.012

58

0.408
0.001

58

0.306
0.018

58

1
.
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Ⅵ 在米日系企業における原価企画

本節では製品開発におけるコスト・マネジメントとも言うべき原価企画に関して，原

価企画を現地法人で行う際の問題点について，まず先行研究を中心に考察することにす

る。

1）開発方式の相違

加登［1993］は，英国日産（NMUK）における原価企画の導入，実施のプロセスが

記述されている。ここでは，英国日産が原価企画を実施する際に直面した様々な困難が

記述されている。1つは，製品開発の方式の違いである。クラーク・藤本［1993］にお

いても指摘されているように，欧米における製品開発では開発プロセスが 1つのステッ

プと次のステップが明確に区別されており，1つのステップが終了しないと次の開発プ

ロセスに移行しないという「バトンタッチ方式」あるいは「リレー方式」と呼ばれる方

式で行われている。この方式では問題が開発プロセスの終わりの方で発見された場合

に，該当する開発ステップに戻って問題を解決しなければならない。このため，開発リ

ードタイムが長くなるとされている。

これに対して，自動車メーカーを中心とする日本企業が製品開発を行う方式は，複数

の開発ステップが同時並行的に行われる「ラグビー方式」と呼ばれる方式で行われてい

る（英国日産のケースでは「フォーカスアップ方式」と呼ばれている）。この方式では，

複数のプロセスが同時並行的に行われるために，一見混乱が起こるように思われるが，

複数のステップが，それぞれに独自にプロセスを進行させつつ，フォーマルまたインフ

ォーマルに情報を交換しながら，開発を進めていくために，問題が開発の初期段階で明

らかになり，開発の早期の段階で解決が可能となり，かえって開発のリードタイムが短

くなるという結果になっている。このような，製品開発方式の違いを現地の従業員に理

解させ，実践することについての困難が指摘されている。しかも，この「ラグビー方

式」による製品開発は，原価企画の実施に当たって重要なポイントであり，また，異な

る部門からの構成員によって製品開発チームを編成する「クロス・ファンクショナル・

チーム」も原価企画の推進に大きく貢献している。しかし，従来から部門間の責任・権

限構造が明確である欧米企業においては，このような方式はあまり採用されていない。

したがって，このような製品開発の方式の相違を，現地従業員に理解させる必要があ

る。
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2）サプライヤー関係

次に問題となるのは，部品サプライヤーとの関係である。日本的な部品サプライヤー

と組立メーカーとの関係は，原価企画の重要なインフラストラクチャーである。原価企

画活動を展開する上で，特に自動車のような加工組立型産業においては，社外から購入

する部品が製造原価全体に対して占める割合が高く，安価で高品質な部品を確保するこ

とは，製品の製造原価のみならず品質や信頼性についても大きな影響を与える。このた

め，特に自動車組立メーカーと部品サプライヤーとの間では日本独特の関係が存在して

いる。部品サプライヤーは，自動車メーカーにおける開発の初期段階から部品サプライ

ヤーが参画し，自動車メーカーが開発する新製品のコンセプトに適合する製品を，開発

していく。このように，部品サプライヤーが自動車メーカーの製品開発プロセスの早い

段階から，関与するために部品サプライヤーには高い製品開発力が要求される。このた

め，主要部品を供給するサプライヤーは，自動車メーカーが長期的な取引関係の中で，

信頼できると判断した少数のサプライヤーに絞られることになる。このため，少数のサ

プライヤーが長期的に取引を継続するというサプライヤー関係が構築されてきた。もち

ろん，このような関係は，外国から批判されてきたような排他的，非競争的なものでは

なく，「複社発注制度」によって限定された中での競争は存在する。

このような日本的なサプライヤー関係は，自動車メーカーにとっては，高品質で低コ

ストの部品調達を可能にし，部品サプライヤーにとっては，自動車メーカーからの原価

低減手法の学習，長期的な取引関係を維持することによる種々のメリットを享受でき

る。

したがって，一見閉鎖的，排他的に見える日本的なサプライヤー関係が，実は自動車

メーカーと部品サプライヤーの双方にメリットがあるために，今日まで継続されてきた

とも言える。

これに対して，欧米においては，以前よりも低下したとはいえ日本に比べて部品の内

製化率が高い。したがって，主要部品は社内で製造される場合が多い。アメリカにおけ

る最大の部品サプライヤーは GM の部品工場であると言われているのもこのためであ

る。したがって，部品調達も汎用的な部品が中心であり，部品サプライヤーとの関係も

契約的である。また，サプライヤーの選定も入札が中心であり，その関係は，日本の場

合と比較すれば短期的である。このため，組立メーカーによる指導や改善提案を受け入

れて共同で開発を行うという意識はあまりなく，むしろ生産ラインを開示することは，

部品の原価を明らかにすることになり，組立メーカーからの値引き要求につながるとい

う理由で，生産ラインさえ見せないということが一般的である。

このような取引慣行のある欧米において，原価企画を実施する上でのインフラストラ

クチャーとも言うべき，日本的なサプライヤー関係を現地サプライヤーとの間で構築す
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るには，それなりの時間と努力が必要であると思われる。先ほどの英国日産のケースに

おいても，開発方式やサプライヤー関係について現地従業員の理解を得るための努力が

必要であったと述べられている。また，筆者が聞き取りを行った在米の自動車組立メー

カーにおいても，現地サプライヤーに対して日本的なサプライヤー関係や，VE，コス

トダウンの手法を教育するためのセンターを持っている。このように，原価企画を実施

する上でのインフラストラクチャーの構築は，一朝一夕にできるものではなく，それな

りの教育，経験の蓄積を要する。このため，原価企画の実践が軌道に乗るためには，相

当の時間を要すると考えられる。

3）アンケート調査の分析

ここでは，前節のような原価企画の海外移転に伴う問題点が，実際にはどのような形

態で発生しているのかについて，アンケート調査によって収集したデータを分析するこ

とにより検証する。

①仮説の構築

前節で検討した現地法人における原価企画実施上の問題を考慮すると以下のような仮

説を構築することが可能である。

仮説 4：現地法人における原価企画の成功には，現地での操業年数が関係してい

る。

仮説 5：現地サプライヤーの原価企画への関与には，現地での操業年数が関係して

いる。

前節で検討した内容を集約すれば，これらの仮説に置き換えることが可能であると思

われる。原価企画を行うためのインフラが日本とは異なった状況の下で，原価企画を実

施するためには，現地従業員への教育，理解の浸透，現地サプライヤーの協力など，い

ずれも相当の努力が必要である。そこで，現地における操業年数が原価企画の成否およ

び，その成功の重要要因である現地サプライヤーの関与には大きく関係していると思わ

れるからである。

②仮説の検証

これまで行ってきた分析と同様に，在米日系企業に対するアンケート調査の中から原

価企画に関する質問を抜き出して，これらに関する分析を行った。

分析の方法は，海外子会社が設立されてからの経過年数と，以下の項目に関して相関

関係が存在するのかという分析を行った。
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（1）原価企画担当者のうち現地従業員が占める割合

（2）現地従業員の関与の程度

（3）原価企画の現状に対する評価

（4）現地サプライヤーの関与の程度

（1）の項目については，原価企画担当者の全体の実数に対する比率，（2）について

は，1＝全く関与しない～7＝非常に強く関するという 7ポイントスケールで，（3）につ

いては，1＝全くうまくいっていない～7＝極めて成功しているという 7ポイントスケー

ルで，（4）については，1＝極めて非協力的消極的～7＝極めて協力的で積極的という 7

ポイントで回答するようになっている。分析に当たっては，影響力との相関関係が確認

されたので，影響力をコントロール変数とした偏相関係数を求めた。結果は，第 13表

のとおりである。

第 13表からは，経過年数と原価企画の現状評価について，10％水準で有意な相関関

係が確認された。これは，経過年数が長い企業ほど原価企画が成功していると認識して

いることになる。また，経過年数と現地サプライヤーの関与の程度は，5％水準で有意

な相関関係が確認できた。これも経過年数が長い企業ほど原価企画活動に関して現地サ

プライヤーが積極的に関与するという結果となった。したがって，仮説 4および 5は支

持されたことになる。

第 13表 経過年数と原価企画関連の変数との相関

制御変数：影響力 経過年数 現地要員比率 要員関与 現状評価 現地 sp 関与

経過年数 相関
有意確率（両側）
df

1
.

−0.144
0.533

19

−0.298
0.189

19

0.411
0.064

19

0.499
0.021

19

現地要員比率 相関
有意確率（両側）
df

−0.144
0.533

19

1
.

0.513
0.017

19

0.219
0.34

19

−0.206
0.369

19

要員関与 相関
有意確率（両側）
df

−0.298
0.189

19

0.513
0.017

19

1
.

0.169
0.463

19

0.03
0.898

19

現状評価 相関
有意確率（両側）
df

0.411
0.064

19

0.219
0.34

19

0.169
0.463

19

1
.

0.563
0.008

19

現地 sp 関与 相関
有意確率（両側）
df

0.499
0.021

19

−0.206
0.369

19

0.03
0.898

19

0.563
0.008

19

1
.

在米日系企業における管理会計システム（中川） （ 1253 ）３８３



むすびに代えて

前節までで，より厳密な統計手法を適用することにより，過去の研究を再検討した。

しかし，得られた結論は，一部を除いて大きく変わるものではなかった。しかし，日本

本社の影響力がいずれに場合にも影響を与えていたことが判明した。この影響力の変数

をコントロール変数とした偏相関係数を利用することにより，経過年数との相関関係を

より正確に分析することができた。

しかし，日本的な管理会計の適用である原価企画に関してのみ，時間の経過が重要な

要因であることが証明できたが，それ以外の意思決定の現地化や予算管理や業績評価な

どのマネジメント・コントロール・システムに関しては，時間の経過による変化があま

り見られないことが明らかとなった。例えば，業績と報酬のリンクの強さに関しては，

時間の経過とともにアメリカ式に適応するというよりも，企業の方針として業績と報酬

のリンクの強さを決めているものと思われる。筆者が行った若干のインタビュー調査に

おいても，そのような傾向が強いと思われる。

その一方で，マネジメントの現地化に関しては，日本本社によるコントロールの影響

が大きいことが明らかとなった。したがって，全体的には依然として日本本社が主導す

る経営が行われていたがことが確認できた。しかし，アンケート調査の実施からすでに

10年以上が経過しており，現在の実態を反映したものではなく，今度さらに新たなデ

ータの収集を行う必要がある。

（本稿は平成 24年度科学研究費基盤（B）「海外現地マネジメントのための管理会計システムの設計と運
用に関する研究」による成果の一部である。）
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